
日米地位協定

第十三条

１ 合衆国軍隊は、合衆国軍隊が日本国において保有し、使用し、又は移転する財産について租
税又は類似の公課を課されない。

２ 合衆国軍隊の構成員及び軍属並びにそれらの家族は、これらの者が合衆国軍隊に勤務し、又
は合衆国軍隊若しくは第十五条に定める諸機関に雇用された結果受ける所得について、日本国政

。 、府又は日本国にあるその他の課税権者に日本の租税を納付する義務を負わない この条の規定は
これらの者に対し、日本国の源泉から生ずる所得についての日本の租税の納付を免除するもので
はなく、また、合衆国の所得税のために日本国に居所を有することを申し立てる合衆国市民に対
し、所得についての日本の租税の納付を免除するものではない。これらの者が合衆国軍隊の構成
員若しくは軍属又はそれらの家族であるという理由のみによつて日本国にある期間は、日本の租
税の賦課上、日本国に居所又は住所を有する期間とは認めない。

３ 合衆国軍隊の構成員及び軍属並びにそれらの家族は、これらの者が一時的に日本国にあるこ
とのみに基づいて日本国に所在する有体又は無体の動産の保有、使用、これらの者相互間の移転
又は死亡による移転についての日本国における租税を免除される。ただし、この免除は、投資若
しくは事業を行なうため日本国において保有される財産又は日本国において登録された無体財産
権には適用しない。この条の規定は、私有車両による道路の使用について納付すべき租税の免除
を与える義務を定めるものではない。

第十三条に関する合意議事録▲
第十三条に関連する日米合同委員会合意▲

私有車両による道路の使用に関する租税（ 年 月 年 月（改正 ）▲ 54 3 99 2、 ）
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http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/usa/sfa/kyoutei/pdfs/13_01b.pdf



